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1 R2.3.11 R2.4.2
江戸川消防署江戸川第２救急隊の救急出場（平成２９年１０月１７日○時○分覚知）に関する様式第３５号小隊活動記録票、
様式第３６号傷病者記録票（基本情報）、様式第３６号の２傷病者記録票（観察・救急処置）及び様式第３６号の３傷病者記
録票（医療機関選定）

4 ● ●
（２号）氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の個人を識
別することができるものであるため

東京消防庁救
急部救急管理
課

2 R2.3.19 R2.4.2
１　消防用設備等着工届出書（平成２年１０月１５日本予（着）第５９９号）のうち平面図及び系統図
２　消防用設備等設置届出書（昭和５０年８月２６日本予（設）第５０号）のうち２階平面図

4 ● ● ●

（２号）特定の個人を識別することはできないが、公にするこ
とにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものであ
るため
（４号）公にすることにより、犯罪を誘発し、又は犯罪の実行
を容易にするおそれがある情報であるため

東京消防庁予
防部予防課

3 R2.2.13 R2.4.3

火災調査書類（平成３０年６月１３日３０世予（調）第１号）のうち、以下の書類
１　火災調査書（様式第１５号及び様式第１５号の２）
２　出火原因判定書（様式第１６号及び様式第２６号）
３　現場見分調書（第１回）（様式第１８号及び様式第２６号）
４　現場見分調書（第２回）（様式第１８号及び様式第２６号）

43 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の
個人を識別することができるため
（６号）関係者等の供述内容は、公にすることにより、都民等
からの火災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収
集活動や火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事
務の適正な遂行に著しい支障を来すおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課

4 R2.3.11 R2.4.6

１　交通事故報告書
　　（平成２９年１１月６日２９岩警第６６７号小岩消防署長報告）
２　幹線道路走行中の交通事故防止の徹底について
　　（平成２９年１０月１７日２９岩警第６２９号小岩消防署長通達）

12 ● ●
（２号）氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の個人を識
別することができるものであるため

東京消防庁装
備部装備課

5 R2.3.11 R2.4.6
平成２９年１０月１７日○時○分覚知、東京都江戸川区○丁目○番○号で発生したＰＡ連携事案における南小岩第２小隊が作
成した、ＰＡ連携活動報告（別記様式第47号（34条関係））

1 ● ●
（２号）氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の個人を識
別することができるものであるため

東京消防庁警
防部警防課

6 R2.3.23 R2.4.6
○（旧：○）（港区○－○－○）に係る以下の文書
平成２３年９月から平成２４年３月３１日までの間に届出されたキュービクルの増設に係る防火対象物使用（変更）届出書そ
の３（電気設備）および電気設備設置（変更）届出書の正本の写し（鑑のみ）

●
（不存在）実施機関には届出されていないため、実施機関では
取得しておらず、存在しないため

東京消防庁予
防部予防課

7 R2.3.24 R2.4.6

１　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２９年１０月２日２９郷予（設）第３６８号）のうち別記様式第１
号の２の３
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２９年１０月２日２９郷予（設）第３６９号）のうち別記様式第１
号の２の３
３　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２９年９月２９日２９郷予（設）第３６２号）のうち別記様式第１
号の２の３
４　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２９年１０月２日２９郷予（設）第３６３号）のうち別記様式第１
号の２の３
５　○に係る平成２９年９月２７日に届出された消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（避難器具）のうち別記様式
第１号の２の３

5 ●
東京消防庁予
防部予防課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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8 R2.3.4 R2.4.8 火災調査書類（令和２年３月３日３１鷹予（調）第８号）のうち、火災調査書（様式第１５号及び様式第１５号の２） 2 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の
個人を識別することができるため
（６号）関係者等の供述内容は、公にすることにより、都民等
からの火災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収
集活動や火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事
務の適正な遂行に著しい支障を来すおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課

9 R2.3.27 R2.4.10 ○（杉並区○－○－○）に係る竣工時の平面図及び立面図 10 ● ● ●

（２号）特定の個人を識別することができ、公にすることによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものであるため
（４号）公にすることにより、犯罪を誘発し、又は犯罪の実行
を容易にするおそれがある情報であるため

東京消防庁予
防部予防課

10 R2.4.2 R2.4.13 ○（台東区○－○－○）に係る改修（計画）報告書（平成２９年１０月１２日受付） 1 ●
東京消防庁予
防部予防課

11 R2.4.3 R2.4.13
○（西東京市○－○－○）に係る以下の届出書
１　防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和６３年４月１５日保予（収）第１０２５号）のうち、１階平面図
２　消防用設備等着工届出書（昭和６３年２月２３日保予（収）第１０１８号）のうち、１階平面図及び系統図

6 ●
東京消防庁予
防部予防課

12 R2.4.6 R2.4.14 令和元年９月９日○時○分頃　葛飾区○－○－○付近で発生した災害の別記様式第１５号（水防活動状況表） 2 ● ●

（２号）発災場所の情報、活動概要の一部及び備考の氏名は、
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもので
あり、活動開始時分、活動終了時分及び活動概要の一部は、公
にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある
ため

東京消防庁警
防部特殊災害
課

13 R2.4.2 R2.4.14

１　防火対象物使用開始届出書（平成３０年５月２日３０豊予（使）第５７号）一式
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成３０年５月１１日豊予（設）第９８号）一式
３　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成３０年５月１１日豊予（設）第９９号）一式
４　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成３０年５月１０日豊予（設）第９０号）一式

68 ●
東京消防庁予
防部予防課
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14 R2.3.25 R2.4.16

以下事業所に係る次の公文書
＊添付資料を含む。但し、個人情報及び印影を除く。
事業所名称：○
所在地：葛飾区○丁目○番○号
・危険物製造所等設置（変更）許可申請書
・危険物製造所等廃止届出書
・少量危険物貯蔵取扱所設置（変更）届出書
・少量危険物貯蔵取扱所廃止届出書

0 ● ● ●

（４号）公にすることにより、犯罪の予防、その他の公共の安
全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると認められるため
（存否応答拒否）公文書が存在しているか否かを答えるだけ
で、特定の所在地に危険物施設が存在するか否かの情報を開示
することとなるため
（不存在）実施機関には届出されていないため、実施機関では
取得しておらず、存在しないため

東京消防庁予
防部危険物課

15 R2.4.9 R2.4.16

○
練馬区○丁目○番○号
少量危険物取扱所で貯蔵、取扱いをしている危険物の具体的品名と名称
少量危険物貯蔵取扱所設置届出書第７号様式

1 ● ●
（２号）氏名等の情報は、特定の個人を識別することができる
情報であるため

東京消防庁予
防部危険物課

16 R2.4.16 R2.4.17 府中消防署ほか4か所庁舎清掃委託の特記仕様書 8 ●
東京消防庁総
務部施設課

17 R2.4.13 R2.4.17
○（東京都台東区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（令和元年８月２７日３１堤予
（報）第４０７号）

46 ●
東京消防庁予
防部査察課

18 R2.4.7 R2.4.17
消防用設備等設置届出書（平成３年３月６日渋予第４３８６号）のうち、別記様式第1号の２の３の２、ダクト図及び簡易自動
消火装置配置図

9 ●
東京消防庁予
防部予防課

19 R2.4.7 R2.4.20
○（東京都府中市○丁目○番○号○）に係る防火防災管理者選任（解任）届出書（平成２７年１１月１０日２７府予（防）第
６８７号）、消防計画作成（変更）届出書（平成２７年１１月１０日２７府予（防）第６８８号）

4 ● ● ● ●

（２号）氏名等の情報は、特定の個人を識別することができる
ため
（３号）法人情報のうち電話番号等の情報は、公にされておら
ず、公にすることにより事業運営上の地位を損なわれると認め
られるため
（４号）印影の情報は、偽造等の犯罪に悪用され、財産が脅か
されるおそれがあるため

東京消防庁予
防部防火管理
課
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20 R2.4.7 R2.4.20 消防用設備等設置届出書（平成１６年７月１２日１６日予（設）第５２２号）のうち図面 7 ● ●
（４号） この情報は、公にすることにより、犯罪を誘発し、
又は犯罪の実行を容易にするおそれがあるため

東京消防庁予
防部予防課

21 R2.4.8 R2.4.20 建築申請調査書（平成２年８月１日同意麻予（同）第１０３号）のうち様式第１号 1 ● ●
（３号）この情報は、法人に関する情報であり、公にすること
により、当該法人の事業運営上の地位が損なわれると認められ
るため

東京消防庁予
防部予防課

22 R2.4.8 R2.4.20 防火対象物工事等計画届出書（令和元年９月３０日３１蒲予（工）第６６）一式 22 ●
東京消防庁予
防部予防課

23 R2.4.8 R2.4.20 消防用設備等着工届出書（平成１３年８月３０日１３京予（着）第２１９号）のうち平面図 2 ●
東京消防庁予
防部予防課

24 R2.4.9 R2.4.20
○（台東区○―○―○）に係る自動火災報知設備の工事整備対象設備等着工届出書（平成１８年１２月１５日）のうち、天井
伏図及び感知器仕様書

5 ●
東京消防庁予
防部予防課

25 R2.4.15 R2.4.21 ○（東京都千代田区○丁目○番○号）に係る立入検査結果通知書（平成２７年３月１１日交付） 2 ●
東京消防庁予
防部査察課

26 R2.4.21 R2.4.21

○（東京都台東区○丁目○番○号）に係る次の公文書
⑴ 　防火対象物点検結果報告書（令和元年８月１９日３１浅予（対）第４８号）のうち別記様式第１
⑵ 　消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（令和元年８月１９日３1浅予（報）第３７４号）のうち別記様式第
１

2 ●
東京消防庁予
防部査察課
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27 R2.2.27 R2.4.23

火災調査書類（平成３１年３月２９日３０池予（調）第２５号）のうち、以下の書類
１　火災調査書（様式第１５号及び様式第１５号の２）
２　出火原因判定書（様式第１６号及び様式第２６号）
３　現場見分調書（１）（様式第１８号及び様式第２６号）
４　現場見分調書（２）（様式第１８号及び様式第２６号）

108 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の
個人を識別することができるため
（６号）関係者等の供述内容は、公にすることにより、都民等
からの火災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収
集活動や火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事
務の適正な遂行に著しい支障を来すおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課

28 R2.4.13 R2.4.23 工事整備対象設備等着工届出書（平成１９年９月２７日１９豊予（着）第１８０号）に添付されている系統図及び平面図 8 ●
東京消防庁予
防部予防課

29 R2.4.21 R2.4.24
○（東京都台東区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書のうち非常電源（自家発電設
備）点検票

●
（不存在）当該公文書は、届出の事実がなく実施機関では作成
及び取得しておらず、存在しない。

東京消防庁予
防部査察課

30 R2.4.21 R2.4.24
○（東京都新宿区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書のうち非常電源（自家発電設
備）点検票

●
（不存在）当該公文書は、届出の事実がなく実施機関では作成
及び取得しておらず、存在しない。

東京消防庁予
防部査察課

31 R2.4.21 R2.4.24
○（東京都港区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書のうち非常電源（自家発電設備）
点検票

●
（不存在）当該公文書は、届出の事実がなく実施機関では作成
及び取得しておらず、存在しない。

東京消防庁予
防部査察課

32 R2.4.21 R2.4.24
○（東京都立川市○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書のうち非常電源（自家発電設
備）点検票

●
（不存在）当該公文書は、届出の事実がなく実施機関では作成
及び取得しておらず、存在しない。

東京消防庁予
防部査察課

33 R2.4.23 R2.4.24 ○（台東区○丁目○番○号）に係る改修（計画）報告書（令和元年９月１６日３１堤今（改）第９号） 1 ●
東京消防庁予
防部査察課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

34 R2.4.17 R2.4.28 ○（東京都港区○丁目○番○号）に係る自衛消防訓練通知書（令和元年１２月２６日３１芝予（衛）第２２５４号） 1 ● ●
（３号）法人情報のうち電話番号等の情報は、公にされておら
ず、公にすることにより事業運営上の地位を損なわれると認め
られるため

東京消防庁予
防部防火管理
課

35 R2.4.24 R2.4.28
○（東京都文京区○丁目○番○号○）に係る防火防災管理者選任（解任）届出書（令和元年１０月３１日３１郷予（防）第５
９６号）

1 ●
東京消防庁予
防部防火管理
課

36 R2.4.8 R2.4.28 防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和５６年７月２５日渋予（使）第５１２号）一式 25 ● ●
（４号）住戸の共用部の情報は、公にすることにより、建物内
部への侵入や窃盗等の犯罪の実行を容易にするなど、居住者の
安全を脅かすおそれがあると認められるため

東京消防庁予
防部予防課

37 R2.4.9 R2.4.28 防火対象物使用開始届出書（平成３０年９月５日３０羽予（使）第６７号）のうち第３号様式の２ 1 ● ● ●

（２号）氏名等の情報は、特定の個人を識別することができる
情報であるため
（４号）印影は、偽造等の犯罪に悪用され、届出者の財産が脅
かされるおそれがあるため

東京消防庁予
防部予防課

38 R2.4.20 R2.4.28 防火対象物使用開始届出書（平成２６年２月７日２５品予（使）第５３９号）のうち、第３号様式の２ 2 ●
東京消防庁予
防部予防課

39 R2.4.21 R2.4.30

１ ○（東京都港区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（令和元年６月１７日元赤予第
３５２号）のうち、次の公文書
ア　非常電源（自家発電設備）点検票（その１）別記様式第２４
イ　非常電源（自家発電設備）（その２）別記様式第２４
ウ　非常電源（自家発電設備）（その３）別記様式第２４
２ ○（東京都港区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（令和２年３月３０日２赤予第
１５５９号）のうち、次の公文書
ア　非常電源（自家発電設備）点検票（その１）別記様式第２４
イ　非常電源（自家発電設備）（その２）別記様式第２４
ウ　非常電源（自家発電設備）（その３）別記様式第２４

6 ●
東京消防庁予
防部査察課
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40 R2.3.4 R1.4.30

火災調査書類（令和２年３月３日３１鷹予（調）第８号）のうち、以下の書類
１　火災調査書（様式第１５号及び様式第１５号の２）
２　出火原因判定書（様式第１６号及び様式第２６号）
３　現場見分調書（第１回）（様式第１８号及び様式第２６号）
４　現場見分調書（第２回）（様式第１８号及び様式第２６号）
５　鑑識見分調書（第１回）（様式第１８号及び様式第２６号）
６　鑑識見分調書（第２回）（様式第１８号及び様式第２６号）
７　鑑識見分調書（第３回）（様式第１８号及び様式第２６号）
８　建物・収容物損害調査書（様式第２３号）

154 ● ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人に関する情報で特定の
個人を識別することができるため
（４号）公にすることにより、病院への侵入や犯罪の実行を容
易にするなど、利用者の安全を脅かす恐れがあると認められる
ため
（６号）関係者等の供述内容は、公にすることにより、都民等
からの火災調査に対する信用を失墜させ、関係者からの情報収
集活動や火災関係資料の入手が困難となり、今後の火災調査事
務の適正な遂行に著しい支障を来すおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課

41 R2.4.23 R2.4.30 検査結果書（平成２２年１２月２４日交付２２江予（使）第２５号） 1 ●
東京消防庁予
防部予防課


